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1. 2025年3月期第1四半期の連結業績（2024年4月1日～2024年6月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年3月期第1四半期 2,426 37.6 702 366.5 689 348.1 473 392.5

2024年3月期第1四半期 1,763 24.0 150 △15.9 153 △21.9 96 △33.3

（注）包括利益 2025年3月期第1四半期　　473百万円 （370.3％） 2024年3月期第1四半期　　100百万円 （△30.0％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益
円 銭 円 銭

2025年3月期第1四半期 334.52 ―

2024年3月期第1四半期 69.42 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年3月期第1四半期 12,010 7,213 60.1 5,092.87

2024年3月期 12,032 6,853 57.0 4,838.30

（参考）自己資本 2025年3月期第1四半期 7,213百万円 2024年3月期 6,853百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年3月期 ― 50.00 ― 80.00 130.00

2025年3月期 ―

2025年3月期（予想） 30.00 ― 60.00 90.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 2025年 3月期の連結業績予想（2024年 4月 1日～2025年 3月31日）

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 4,662 9.2 876 31.6 875 29.8 613 35.4 432.77

通期 7,266 △17.8 824 △42.5 802 △44.0 561 △47.4 396.06

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（注）詳細は、添付資料P８「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（四半期連結財務諸表の作成に特有の会
計処理に関する注記）」をご覧ください。

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

②①以外の会計方針の変更 ： 無

③会計上の見積りの変更 ： 無

④修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2025年3月期1Q 1,500,000 株 2024年3月期 1,500,000 株

② 期末自己株式数 2025年3月期1Q 83,535 株 2024年3月期 83,535 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年3月期1Q 1,416,465 株 2024年3月期1Q 1,385,923 株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー ： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見直し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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セグメントの名称
前第１四半期連結

累計期間（千円）

当第１四半期連結

累計期間（千円）
前年同期比（％）

合板機械事業 2,218,559 1,959,784 △11.7

木工機械事業 1,169,820 1,917,816 63.9

住宅建材事業 219,812 233,297 6.1

合　　計 3,608,192 4,110,898 13.9

１．経営成績等の概況

（１）当四半期の経営成績の概況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、経済活動の正常化を背景に企業収益の改善がみられた一方

で、ウクライナ情勢や中東情勢の長期化に伴う原材料やエネルギー資源の高騰に加えて、記録的な円安の継続な

ど、先行きの不透明な状況が続きました。当社事業と関わりの深い新築住宅着工戸数および合単板生産量は緩や

かな減少傾向で推移するなか、当社は足元の受注案件を着実に遂行するとともに、社会・環境ニーズに対応した

新たな技術の開発、既存機の改良に努めてまいりました。

業績面につきましては、当社主力の合板機械事業の好調により、当第１四半期連結累計期間の売上高は2,426

百万円（前年同四半期比37.6％増）、営業利益は702百万円（前年同四半期比366.5％増）、経常利益は689百万

円（前年同四半期比348.1％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は473百万円（前年同四半期比392.5％

増）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

①合板機械事業

合板機械事業につきましては、国内外既存顧客への受注活動に加えて海外において木材加工機械の展示会へ

出展する等、販路拡大に資するPR活動等を実施してまいりました。業績面では、主力の合板製造機械において

海外受注案件が大きく貢献し、当第１四半期連結累計期間の売上高は1,832百万円（前年同四半期比41.3％

増）、営業利益につきましては735百万円（前年同四半期比269.1％増）となりました。

②木工機械事業

木工機械事業につきましては、2024NEW環境展においてバイオマス発電の燃料等を生産する粉砕機の出展や

T-Scaner DXによる製材の等級判定の自動化について農林水産消費安全技術センター（FAMIC）へ講演を実施す

るなど、次代を見据えた当社の先端技術についてPR活動に注力してまいりました。

これらの結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は346百万円（前年同四半期比25.8％増）、営業損失に

つきましては16百万円（前年同四半期は8百万円の営業利益）となりました。

③住宅建材事業

住宅建材事業につきましては、新規住宅需要の減少等により競争環境が激化するなか、着実に受注活動を遂

行するとともに、地震被害や自然災害の激甚化など昨今の市場ニーズの変化を見据え、新たに永住型のトレー

ラーハウスの開発を進めてまいりました。

これらの結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は248百万円（前年同四半期比29.4％増）、営業利益は8

百万円（前年同四半期は36百万円の営業損失）となりました。

セグメントの受注実績
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（２）当四半期の財政状態の概況

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて0.2％減少し、9,581百万円となりました。これは主に、受取手形、売

掛金及び契約資産が1,463百万円増加、現金及び預金が859百万円減少、有価証券が500百万円減少、その他が145

百万円減少したことによるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて0.1％減少し、2,428百万円となりました。これは主に、減価償却が固

定資産の取得を上回ったことによるものです。

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて0.2％減少し、12,010百万円となりました。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて7.6％減少し、4,422百万円となりました。これは主に、前受金が364

百万円増加、支払手形及び買掛金が775百万円減少、未払法人税等が120百万円減少したことによるものでありま

す。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて4.7％減少し、373百万円となりました。これは主に、長期借入金が23

百万円減少したことによるものであります。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて7.4％減少し、4,796百万円となりました。

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて5.3％増加し、7,213百万円となりました。これは主に、利益剰余金

が360百万円増加したことによるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

連結業績予想につきましては、2024年５月10日に開示しております、決算短信の業績予想から変更はありませ

ん。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,185,856 3,326,344

受取手形、売掛金及び契約資産 2,655,867 4,119,280

有価証券 1,800,000 1,300,000

仕掛品 222,585 226,758

原材料及び貯蔵品 488,237 507,794

その他 261,340 115,675

貸倒引当金 △13,213 △13,987

流動資産合計 9,600,674 9,581,866

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 524,627 514,819

土地 689,746 689,746

その他（純額） 162,532 157,798

有形固定資産合計 1,376,907 1,362,365

無形固定資産

その他 12,751 20,710

無形固定資産合計 12,751 20,710

投資その他の資産

その他 1,041,883 1,045,204

投資その他の資産合計 1,041,883 1,045,204

固定資産合計 2,431,541 2,428,280

資産合計 12,032,216 12,010,146

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,984,935 1,209,708

短期借入金 700,000 700,000

１年内返済予定の長期借入金 46,200 69,300

未払法人税等 348,369 228,131

賞与引当金 123,367 84,046

受注損失引当金 3,401 4,136

完成工事補償引当金 184,000 193,350

前受金 1,096,433 1,460,475

その他 300,314 473,598

流動負債合計 4,787,022 4,422,746

固定負債

長期借入金 53,800 30,700

退職給付に係る負債 326,878 334,367

役員退職慰労引当金 2,445 2,445

その他 8,786 6,012

固定負債合計 391,910 373,525

負債合計 5,178,932 4,796,271

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 750,000 750,000

資本剰余金 154,872 154,872

利益剰余金 6,031,173 6,391,686

自己株式 △116,898 △116,898

株主資本合計 6,819,146 7,179,660

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 34,137 34,214

その他の包括利益累計額合計 34,137 34,214

純資産合計 6,853,283 7,213,875

負債純資産合計 12,032,216 12,010,146
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年６月30日)

売上高 1,763,923 2,426,713

売上原価 1,359,821 1,462,705

売上総利益 404,102 964,008

販売費及び一般管理費 253,538 261,590

営業利益 150,563 702,417

営業外収益

受取利息 12 19

受取配当金 1,769 2,933

為替差益 55 20,250

鉄屑売却収入 840 589

保険解約返戻金 939 －

助成金収入 18 60

その他 611 1,192

営業外収益合計 4,245 25,045

営業外費用

支払利息 855 838

デリバティブ評価損 － 35,667

その他 － 1,041

営業外費用合計 855 37,546

経常利益 153,953 689,916

特別利益

固定資産売却益 81 －

特別利益合計 81 －

特別損失

固定資産除却損 0 242

特別損失合計 0 242

税金等調整前四半期純利益 154,035 689,673

法人税等 57,825 215,842

四半期純利益 96,209 473,831

親会社株主に帰属する四半期純利益 96,209 473,831

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年６月30日)

四半期純利益 96,209 473,831

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 4,557 77

その他の包括利益合計 4,557 77

四半期包括利益 100,767 473,908

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 100,767 473,908

（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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（単位：千円）

報告セグメント

合板機械事業 木工機械事業 住宅建材事業 計

売上高

外部顧客への売上高 1,296,796 275,028 192,099 1,763,923

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － －

計 1,296,796 275,028 192,099 1,763,923

セグメント利益又は損失（△） 199,305 8,952 △36,458 171,799

利　　益 金　　額

報告セグメント計

未実現利益の消去

全社費用（注）

171,799

2

△21,238

四半期連結損益計算書の営業利益 150,563

（単位：千円）

報告セグメント

合板機械事業 木工機械事業 住宅建材事業 計

売上高

外部顧客への売上高 1,832,125 346,067 248,521 2,426,713

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － －

計 1,832,125 346,067 248,521 2,426,713

セグメント利益又は損失（△） 735,578 △16,276 8,258 727,560

利　　益 金　　額

報告セグメント計

未実現利益の消去

全社費用（注）

727,560

2

△25,145

四半期連結損益計算書の営業利益 702,417

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自2023年４月１日　至2023年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費用であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自2024年４月１日　至2024年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費用であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

前第１四半期連結累計期間

（自　2023年４月１日

至　2023年６月30日）

当第１四半期連結累計期間

（自　2024年４月１日

至　2024年６月30日）

減価償却費 22,230千円 22,097千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費は、次のとおりであります。

（1）払込期日 2024年７月26日

（2）処分する株式の種類及び株式数 当社普通株式　11,448株

（3）処分価額 １株につき2,918円

（4）処分価額の総額 33,405,264円

（5）割当先

取締役（※）            ６名   9,757株

監査等委員である取締役  ３名   1,691株

（※）監査等委員である取締役を除きます。

（重要な後発事象）

譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分

当社は、2024年６月27日開催の取締役会において、取締役に対する譲渡制限付株式報酬として、自己株式の処分

を行うことについて決議し、以下のとおり自己株式の処分を実施いたしました。

１．処分の目的及び理由

当社は、2024年６月27日開催の取締役会において、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）を対象

に、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与すると共に、株主の皆様と一層の価値共有を進め

ることを目的として、当社の対象取締役に対し、当社の譲渡制限付株式報酬制度（以下「本制度」といい、本制度

に基づき交付される譲渡制限付株式を「本株式」といいます。）により、本株式を割り当てることを決議いたしま

した。また、当社の監査等委員である取締役を対象に、株主の皆様との価値共有により、当社の企業価値の毀損の

防止及び信用維持へのインセンティブを付与することを目的として、当社の対象監査等委員に対し、本制度によ

り、本株式を割り当てることを決議いたしました。また、2019年６月27日開催の第132回定時株主総会において、

本制度に基づき、譲渡制限付株式の付与に係る現物出資財産として、既存の金銭報酬枠（監査等委員でない取締役

については年額200百万円、監査等委員である取締役については年額50百万円）の枠内で、監査等委員でない取締

役に対して年額50百万円以内、監査等委員である取締役に対して年額15百万円以内の金銭報酬債権を支給するこ

と、及び譲渡制限付株式の譲渡制限期間として譲渡制限付株式の交付日から当該取締役が当社の取締役その他当社

取締役会で定める地位を喪失する日までとすることにつき、ご承認をいただいております。

２．自己株式の処分の概要
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2024年８月９日

株式会社太平製作所

取締役会　御中

栄監査法人

名古屋事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 近藤　雄大

指定社員
業務執行社員

公認会計士 高原　　輝

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている株式会社太平製作所の2024年４月１日から2025年３月

31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2024年４月１日から2024年６月30日まで）及び第１四半期連結累計

期間（2024年４月１日から2024年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期

連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸

表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただ

し、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判

断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の

省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一

般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定め

る記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する

責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータ及びＨＴＭＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四半期

財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準

（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されて

いないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性

に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論

を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将

来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及

び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基

準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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